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平成 14 年 3 月期   個別中間財務諸表の概要       ○店  
平成 13 年 11 月 21 日 

会社名 
コード番号 
本社所在地 
問い合わせ先 

日本空調サービス株式会社 
４６５８ 
名古屋市名東区照が丘 239 番 2 
責任者役職名 常務取締役本店長 
氏 名 大野正彦 

登録銘柄(店頭登録銘柄) 
本社所在都道府県 
愛知県 
 
電話番号(052)773-2511 

中間決算取締役会開催日 
中間配当支払開始日 

平成 13 年 11 月 21 日 
平成―年―月―日 

中間配当制度の有無   有 

１．13 年 9 月中間期の業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日） 
(1)経営成績                                       （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

13 年 9 月中間期 

12 年 9 月中間期 

6,085 

5,676 

(  7.2)

(  7.7)

435

274

(  58.7)

(  17.7)

484

327

(  48.0)

(  11.5)

13 年 3 月期 13,166 (  1.4) 597 ( △9.1) 661 (△14.8)

 

 
中間(当期)純利益 

1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円       銭 

13 年 9 月中間期 

12 年 9 月中間期 

227

174

(  30.9)

(   8.0)

22

24

90

92

13 年 3 月期 320 ( △6.2) 32 18
(注) 1. 
2. 
3. 

期中平均株式数 13 年9 月中間期 9,946,000 株 12年 9 月中間期 6,983,940 株 13 年3 月期 9,946,000 株 
会計処理の方法の変更  無 
売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)配当状況 

 1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 円       銭 円       銭 

13 年 9 月中間期 

12 年 9 月中間期 

0

0

00

00

―

―

―

―

 

 

13 年 3 月期 ― ― 10 00 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

13 年 9 月中間期 

12 年 9 月中間期 

11,963

12,163

5,638

5,453

47.1

44.8

566

548

87

29

 

 

13 年 3 月期 12,822 5,557 43.3 558 76 
(注)期末発行済株式数 13 年9 月中間期 9,946,000 株 12年 9 月中間期 9,946,000 株 13 年3 月期 9,946,000 株 

2．14 年 3 月期の業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円     銭 円    銭 

通期 13,600 850 410 12 00 12 00
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 41 円 22 銭 
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中間財務諸表 

   ①中間貸借対照表 

 (単位：千円) 

前中間会計期間末   当中間会計期間末   
前事業年度 

要約貸借対照表 

平成 12 年 9 月 30 日現在   平成 13年9 月 30 日現在   平成 13 年3 月 31 日現在

期別  

 

 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

(  資産の部  ) 

Ⅰ 流動資産 

% % %

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

現金預金 

受取手形 

売掛金 

完成工事未収入金 

有価証券 

自己株式 

未成工事支出金 

関係会社短期貸付金 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

 

※2､5 

1,007,243

712,002

2,069,379

219,688

106,711

5,831

767,315

416,692

82,356

212,093

△ 10,080

957,402

618,337

2,282,463

453,008

─

6,387

766,182

332,882

100,013

254,048

△7,250

1,158,925

535,487

2,528,572

977,627

6,972

16,841

283,735

465,893

74,114

240,898

△13,260

流動資産合計 5,589,233 46.0 5,763,475 48.2 6,275,809 49.0

Ⅱ 固定資産             

(1)有形固定資産 ※1             

1.

2.

3.

建物 

土地 

その他 

※2 

※2 

1,840,975

2,300,240

109,946

  

1,837,674

2,252,097

51,737

  

1,817,549

2,298,467

 75,531

 

 

 有形固定資産計  4,251,162 34.9 4,141,510 34.6 4,191,549 32.7 

(2)無形固定資産  110,600 0.9 118,117 1.0 130,976 1.0

(3)投資その他の資産              

1.

2.

3.

4.

5.

投資有価証券 

自己株式 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 

※2 

 

 

 

 

1,152,761

322,184

417,681

326,504

△6,990

  981,665

301,970

369,328

319,063

△31,150

   1,125,453

309,933

489,179

325,827

△26,390

   

 投資その他の資産計  2,212,142 18.2 1,940,878 16.2 2,224,005 17.3  

 固定資産合計  6,573,904 54.0 6,200,505 51.8 6,546,530 51.0 

 資産合計  12,163,138 100.0 11,963,981 100.0 12,822,339 100.0
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(単位：千円) 

 
前中間会計期間末   当中間会計期間末   

前事業年度 

要約貸借対照表 

 

 平成 12 年 9 月 30 日現在   平成 13 年 9 月 30 日現在   平成 13 年 3 月 31 日現在 

            期別 

 

 

 

 科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

(  負債の部  ) 

Ⅰ 流動負債 

 

  
% 
   

%
   

% 

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

支払手形 

買掛金 

工事未払金 

短期借入金 

一年以内返済予定長期借入金 

未払法人税等 

前受金 

未成工事受入金 

賞与引当金 

その他 

 

 

 

※2 

※2 

 

 

 

 

※6 

1,226,793

504,082

157,326

200,000

884,350

171,466

41,896

291,853

301,940

210,741

  1,279,428

602,270

155,774

200,000

213,250

69,925

98,319

260,589

─

572,176

  1,142,457

914,932

582,239

500,000

183,050

212,806

26,256

50,473

245,500

281,316

 

 流動負債合計  3,990,450 32.8  3,451,733  28.9 4,139,032 32.3

 

Ⅱ 固定負債              

 1.

 2.

 3.

 4.

社債 

長期借入金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

※2 

※2 

 

 

350,000

1,203,810

102,437

1,063,142

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

350,000

1,692,230

165,059

666,888

 

 

 

 

 

350,000

1,538,770

138,076

1,099,024

 

 固定負債合計  2,719,389 22.4  2,874,178 24.0 3,125,871 24.4 

 負債合計  6,709,839 55.2  6,325,911 52.9 7,264,904 56.7 

(  資本の部  ) 
            

Ⅰ 資本金  1,139,575 9.4  1,139,575  9.5 1,139,575 8.8

Ⅱ 資本準備金  1,062,575 8.7  1,062,575  8.9 1,062,575 8.3

Ⅲ 利益準備金  110,400 0.9  122,400  1.0 110,400 0.9

 

Ⅳ その他の剰余金              

(1)

(2)

任意積立金 

中間(当期)未処分利益 

 2,718,795

328,351
  

2,918,795

378,015
   

2,718,795

474,364
  

 その他の剰余金合計  3,047,146 25.0  3,296,810 27.6 3,193,159 24.9

 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   93,601 0.8  16,709 0.1 51,725 0.4 

 資本合計  5,453,298 44.8  5,638,069 47.1 5,557,434 43.3 

 負債資本合計  12,163,138 100.0  11,963,981 100.0 12,822,339 100.0 
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   ②中間損益計算書 

(単位：千円) 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度 

要約損益計算書 

自 平成12 年4 月 1 日 

至 平成12 年9 月 30 日 
自 平成13 年4 月 1 日 

至 平成13 年9 月 30 日 

自 平成12 年4 月 1 日 

至 平成13 年3 月 31 日 

期別  

 

 

 

  科目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

Ⅰ 売上高 
  %   %   % 

1.

2.

役務提供等売上高 

完成工事高 

 4,447,092 

1,229,309 

 
  

4,931,390

1,154,136
   

9,861,935

3,304,405
   

 売上高計  5,676,401  100.0 6,085,527 100.0 13,166,341 100.0 

Ⅱ 売上原価             

1.

2.

役務提供等売上原価  

完成工事原価 

 3,209,768 

1,092,983 

3,609,889

927,790

7,513,825

2,870,332
 

 売上原価計  4,302,751 75.8 4,537,679 74.6 10,384,158 78.9 

 売上総利益              

  役務提供等売上総利益

完成工事総利益 

 1,237,323 

136,325 
1,321,501

226,346

2,348,109

434,073
   

 売上総利益計  1,373,649 24.2 1,547,847 25.4 2,782,183 21.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,099,566 19.4 1,112,782 18.2 2,184,564 16.6 

 営業利益  274,083 4.8 435,065 7.2 597,619 4.5 

Ⅳ 営業外収益 ※1 82,433 1.5 78,880 1.3 134,984 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※2 29,134 0.5 29,481 0.5 71,546 0.5 

 経常利益  327,381 5.8 484,464 8.0 661,056 5.0 

Ⅵ 特別利益  28,719 0.5 25,977 0.4 42,329 0.3 

Ⅶ 特別損失  34,822 0.6 91,247 1.5 72,162 0.5

 

税引前中間(当期)純利益 

法人税､住民税及び事業税 

法人税等調整額 

 

321,278 

185,000 

△37,739 

5.7

3.3

△0.7

419,193

72,220

119,194

6.9

1.2

2.0

631,223

382,000

△70,807

4.8

2.9

△0.5

 

 
中間(当期)純利益 

前期繰越利益 
 

174,017 

154,333 

3.1 227,779

150,235

3.7 320,030

154,333

2.4
 

中間(当期)未処分利益 328,351 378,015 474,364
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注記事項 

（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１. 資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券 

・子会社株式 

移動平均法による原価法 

・その他の有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等にもとづく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産 

・未成工事支出金 

個別法による原価法 

・材料貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は、建物３～50 年であります。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております｡ 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5 年）にもとづ

く定額法を採用しております。 

（３）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額にもと

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、5 年による按分額を費用処理しております。数理計算

上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15 年)による定

額法により翌期から費用処理しております。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、主として当社内規にもとづく中間期末要支給額の全額

を計上しております。 

また、役員退職慰労引当金は、商法第 287 条ノ 2 に規定する引当金であります。 

なお、執行役員分を含めて表示しております。 
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４. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

５. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６. その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

（１）完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 

（２）消費税等に相当する額の会計処理 

消費税等に相当する額の会計処理は税抜方式によっております。 

（３）税効果会計に関する事項 

中間会計期間における納付額および法人税等調整額は、当期において予定している利益処分に

よる圧縮記帳積立金の積立を前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。 

 

追加情報 

(賞与引当金) 

従来、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当中間会計期間の負担分を確定に準ずる

算定方法により「賞与引当金」として計上しておりましたが、「リサーチ・センター審理情報 No.15」

（平成 13 年 2 月 14 日 日本公認会計士協会）により、当中間会計期間から「その他」(当中間会計期

間 338,180 千円)に含めて計上する方法に変更しております。 



- 28 - 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 

平成 12 年 9 月 30 日現在 

当中間会計期間末 

平成 13 年 9 月 30 日現在 

前事業年度末 

平成 13 年 3 月 31 日現在 

※１.有形固定資産減価償却累計額 ※１.有形固定資産減価償却累計額 ※１.有形固定資産減価償却累計額 

 1,365,481 千円  1,444,042 千円  1,394,586 千円 

※２.担保資産および担保付債務 ※２.担保資産および担保付債務 ※２.担保資産および担保付債務 

 （1）担保に供している資産  （1）担保に供している資産  （1）担保に供している資産 

受取手形 

投資有価証券 

建物 

土地 

164,499 千円

190,375 千円

1,461,462 千円

1,187,831 千円

受取手形 

投資有価証券 

建物 

土地 

100,020 千円

160,300 千円

1,370,155 千円

1,186,058 千円

受取手形 

投資有価証券 

建物 

土地 

170,775 千円

165,780 千円

1,410,872 千円

1,186,058 千円

  

計 3,004,168 千円

  

計 2,816,533 千円

  

計 2,933,486 千円
 

 （2）上記に対する債務  （2）上記に対する債務  （2）上記に対する債務 

短期借入金 200,000 千円 短期借入金 200,000 千円 短期借入金 500,000 千円

一年以内返済 
予定長期借入金 714,550 千円

一年以内返済 
予定長期借入金 193,450 千円

一年以内返済 
予定長期借入金 113,250 千円

社債 350,000 千円 社債 350,000 千円 社債 350,000 千円

長期借入金 1,030,210 千円 長期借入金 1,438,430 千円 長期借入金 1,275,070 千円

 

計 2,294,760 千円

  

計 2,181,880 千円

  

計 2,238,320 千円

 

   
３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

 

他の会社の金融機関等からの

借入に対し、債務保証を行って

おります。 

 

 

  他の会社の金融機関等からの

借入に対し、債務保証を行ってお

ります。 

    他の会社の金融機関からの借

入に対し、債務保証を行っており

ます。 

 

 
㈱日本空調東北 350,000 千円 

 
 ㈱ｽﾎﾟｰﾂｼｽﾃﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ 

㈱日本空調東北 

200,000 千円

350,000 千円

  ㈱日本空調東北 350,000 千円 

４.手形裏書譲渡高   

   
受取手形裏書譲渡高 1,050 千円

  

 
 
 

 
 

※５.中間会計期間末日手形の会計処理 ※５.中間会計期間末日手形の会計処理 ※５.期末日満期手形の会計処理 

 中間会計期間末日満期手形は、

手形交換日をもって決済処理し

ております。 

従って、当中間会計期間の末日

は、金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計期間

末残高に含まれております。 

 

中間会計期間末日満期手形は、

手形交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当中間会計期間の末日は、

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末残高

に含まれております。 

 

期末日満期手形は、手形交換日

をもって決済処理しております。 

なお、当期事業年度の末日は、

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

  受取手形 34,294 千円    受取手形 15,884 千円   受取手形 37,328 千円 

※６.消費税等の取扱い ※６.消費税等の取扱い ※６.消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等 

は､相殺のうえ､金額的重要性が乏 

しいため､流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

同左 同左 
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(中間損益計算書関係)           

前中間会計期間 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前事業年度末 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

※１.営業外収益の主要項目 ※１.営業外収益の主要項目 ※１.営業外収益の主要項目 

 
受取利息 

受取配当金 

4,399 千円

20,783 千円

  
受取利息 

受取配当金 

4,190 千円

21,132 千円

  
受取利息 

受取配当金 

10,562 千円

28,928 千円

 

 

※２.営業外費用の主要項目 ※２.営業外費用の主要項目 ※２.営業外費用の主要項目 

 支払利息 

社債利息 

貸倒引当金繰入額 

 

16,246 千円

3,091 千円

6,870 千円

  支払利息 

社債利息 

貸倒引当金繰入額 

16,966 千円 

3,424 千円 

4,800 千円 

 

  支払利息 

社債利息 

貸倒引当金繰入額 

37,371 千円 

4,010 千円 

26,300 千円 

 

３.減価償却実施額 ３.減価償却実施額 ３.減価償却実施額 

 有形固定資産 

無形固定資産 

72,025 千円

2,755 千円

  有形固定資産 

無形固定資産 

66,084 千円 

13,451 千円 

  有形固定資産 

無形固定資産 

146,097 千円 

15,574 千円 
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 12 年 9 月 30 日 

当中間会計期間 

自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前事業年度 

自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3 月 31 日 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 

1.リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 

1.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 
①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 

 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

 

 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末 
残高 
相当額 
  

取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末 
残高 
相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

千円 千円 千円

 

 千円 千円 千円

  

千円 千円 千円

その他 
(車輌運搬具) 

68,742 48,620 20,121 その他 
(車輌運搬具) 

63,384 52,181 11,202 その他 
(車輌運搬具) 

68,742 54,930 13,811 

その他 

(備品) 
69,648 25,253 44,394 

その他 

(備品) 
62,976 30,225 32,750 

その他 

(備品) 
69,648 30,978 38,669 

 

合計 138,390     73,874 64,516 合計 126,360 82,407 43,952 合計 138,390 85,908 52,481 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

1 年以内 
1 年超 

24,298 千円
40,217 千円

1年以内 
1 年超 

19,401 千円
24,551 千円

1年以内 
1 年超 

21,874 千円
30,606 千円

 

合計 64,516 千円 合計 43,952 千円 合計 52,481 千円

 

 (注)取得価額相当額及び未経過リー

ス料中間期末残高相当額は、未 

経過リース料中間期末残高が有 

形固定資産の中間期末残高等に 

占める割合が低いため、支払利 

子込み法により算定しておりま 

す。 

  (注)同左    (注)取得価額相当額及び未経過リー 

ス料期末残高相当額は､未経過リ 

ース料期末残高が有形固定資産 

の期末残高等に占める割合が低 

いため､支払利子込み法により算 

定しております。 

 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 

減価償却費相当額 

13,182 千円

13,182 千円

 

 
 
支払リース料 

減価償却費相当額 

11,558 千円

11,558 千円

 

 
 
支払リース料 

減価償却費相当額 

25,216 千円

25,216 千円

 

 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､残存価 

額を零とする定額法によっており 

ます。 

 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間（平成 12 年 9 月 30 日現在）、 

当中間会計期間（平成 13 年 9 月 30 日現在）および 

前事業年度末（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 


